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生産緑地のうち相続税納税猶予が適用される農地面積の割合（東京都の例） 

区    分 
生産緑地地区面積 

 
① 

相続税納税猶予適用 
農  地  面  積 

② 

相続税納税猶予適用 
農地面積の割合 

②／① 

東 京 都 計 ３，４７８．５ ha １，２４４．１ ha ３５．８ ％ 

 特 別 区 ４６６．１ ha １５７．２ ha ３３．７ ％ 

 市  部 ３，０１２．４ ha １，０８７．０ ha ３６．１ ％ 

１ 

資料：生産緑地地区面積は、東京都都市整備局資料（平成23年４月１日現在）、 
   相続税納税猶予適用農地面積は、東京都農業会議調べ（平成23年１月１日現在） 
 
注：１ 東京都計には、生産緑地地区の指定がない町村部の数字は含まれていない（瑞穂町、日の出町 
   の２町に納税猶予適用農地あり）。 
  ２ 相続税納税猶予適用農地面積には、 
   ・市街化調整区域（６市）で制度の適用を受けている農地 
   ・特定市以外（羽村市、あきる野市(旧五日市町)）で制度の適用を受けている宅地化農地 
   ・平成３年までの相続に起因して制度の適用を受けている宅地化農地 
   を含んでいる。 
  ３ 小数点第２位を四捨五入しているため、計と内訳は必ずしも一致しない。 



市街化区域内で農地が残されてきた背景について 

○「世田谷区の農家意識・意向アンケート調査」  
   （昭和５７年７月。対象：区内農家818戸、回収率84％） 

（参考）世田谷区における農地面積等の推移 
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資料：世田谷区「せたがやの農業（昭和58年）」 

◆農業継続の理由 

◆農業をやめたい理由 

資料：世田谷区「平成22年農家基本調査」 

297  
241  

158  
113  

842 

667 

495 
382 

0

200

400

600

800

1000

0

100

200

300

400

昭和55年 平成2年 平成12年 平成22年 

（農家戸数） （ha） 

農地面積 

農家戸数 

75% 

3% 

22% 

0% 20% 40% 60% 80%

農業を続ける 

農業をやめたい 

わからない 

◆農業継続についての意向 

「父親から受け継いだからこれを
守っていく」（同旨計３件）等 

２ 



○中部圏・近畿圏における最近のアンケート調査の例 
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資料：三重県四日市市「都市農地に関するアンケート調査の集計（平成20年）」 
   （宅地化農地のみを所有し、「営農を継続したい」とする者への質問 
    回答者数：４５名、複数回答） 

資料：大阪府堺市「美原区農家アンケート調査結果（平成18年）」 
   （回答者数：488名、複数回答） 

（問）営農を継続したい理由は？ 

（問）農業（営農）継続の理由  

・三重県四日市市 

・大阪府堺市美原区 

３ 



４ 

都市農業の多面的機能の貨幣評価（市街化区域内での農業に係る試算） 

注：１ この試算は、都市農業に関するおおまかなイメージを把握するため、農業全体を対象とする既存の試算※の考え方を用
い、個別のデータを市街化区域に係るものに置き換える等して得られたものであり、学術的な検討を経たものではない。 

 
    ※ 「地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面的な機能の評価について」(平成13年11月日本学術会議答申)

及びその関連付属資料 
 
  ２ 農業の多面的機能の貨幣評価は、ごく一部の機能でしか試算されておらず、都市農業との関わりの深い、「農業体験・

交流活動の場の提供」、「災害時の防災空間の確保」等は貨幣評価の対象となっていないことに留意が必要。 

項目 
農業全体での 
年間評価額 

市街化区域内農業
に係る年間評価額 

（試算） 
備          考 

洪水防止機能 ３兆４，９８８億円 ４３８億円 

河川流況安定機能 １兆４，６３３億円           － 

水田から河川に還元され下流の都市用水などに利用される
水量を基に貨幣評価を行っており、一般に河川の下流域にあ
る市街化区域は利益を受ける側に当たることから、試算の対
象としなかった。 

地下水かん養機能 ５３７億円 １０億円 

土壌侵食防止機能 ３，３１８億円 ５９億円 

土砂崩壊防止機能 ４，７８２億円           － 
傾斜地における地すべりや土砂崩壊の発生を防止する機能
を貨幣評価しており、市街化区域では、該当する地すべり地
域は少ないことから試算の対象としなかった。 

有機性廃棄物処理機能 １２３億円 ３億円 

気候緩和機能 ８７億円 １億円 

保健休養・やすらぎ機能 ２兆３，７５８億円 ３１６億円 



生産緑地を公園として整備するとした場合に必要となる費用について 
【東京都を例とした都市公園整備費用の農林水産省試算（イメージ）】 

（参考）主要都市における1人当たり公園面積 

○東京都内において市街化区域内の生産緑地を公園として整備するとした場合に必要となる費用 

  （東京都を例とした、イメージを得るためのおおまかな試算） 

試算対象面積 3,521ｈａ 

用地取得費 約8兆100億円  

整備費  約9,155億円 

維持管理費 約155億円／年 
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資料：公園面積は国土交通省「平成22年度末都市公園等 
   整備の現況調査」より。生産緑地面積は国土交通 
   省「平成22年度都市計画現況調査」、総務省「平 
   成22年国勢調査」より試算。 

9.7㎡ 

※ 用地取得費は、国土交通省「平成22年度都市計画現 
  況調査」による東京都内の各市区の生産緑地面積に、 
  平成23年地価公示による住宅地の平均価格を乗じた 
  額を積み上げて算出。 
  整備費及び維持管理費は、試算対象面積に都内での 
  事例から算出した単価を乗じて試算。 

５ 


